
議案第３２号  

 

市川市議会の議員その他の非常勤の職員の公務災害補償等に関す  

る条例及び市川市職員退職手当支給条例の一部改正について  

 

市川市議会の議員その他の非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び

市川市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和元年１１月２９日提出  

市川市長  村 越   祐 民  

 

 

 

市川市条例第  号  

市川市議会の議員その他の非常勤の職員の公務災害補償等に関す  

る条例及び市川市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

（市川市議会の議員その他の非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の  

一部改正）  

第１条 市川市議会の議員その他の非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例（昭和４２年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条中「条例で」を「条例において」に、「次の」を「、次の」に、「当

該各号」を「、当該各号」に改め、同条に次の１号を加える。 

⑸ 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額の例に

より実施機関が市長と協議して定める額  

（市川市職員退職手当支給条例の一部改正）  

第２条 市川市職員退職手当支給条例（昭和２７年条例第７号）の一部を次の

ように改正する。  

  第６条の５第２項中「（昭和２６年条例第２２号）」の次に「 の規定によ

る給料表が適用される職員については同条例 」を加え、「をいう」を「をい



い、その他の職員については基本給月額に準じて規則で定める額をいう」に

改める。  

附則に次の１項を加える。  

 第２条第２項に規定する者以外の常時勤務に服することを要しない者の

同項に規定する勤務した月が引き続いて６月を超えるに至った場合には、

当分の間、その者を同項の職員とみなして、この条例の規定を適用する。

この場合において、その者に対する第３条から第５条までの規定による退

職手当の額は、これらの規定により計算した退職手当の額の１００分の 

５０に相当する金額とする。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 第１条の規定による改正後の市川市議会の議員その他の非常勤の職員の公

務災害補償等に関する条例第５条の規定は、令和２年４月１日以後に発生し

た事故に起因する公務上の災害又は通勤による災害に係る補償について適

用する。  

  



理  由  

 

地方公務員法の改正による会計年度任用職員制度の導入に伴い、関係条例

中の条文の整備を行う必要がある。  

これが、この条例案を提出する理由である。  

 


